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【手続補正書】
【提出日】平成24年7月17日(2012.7.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　上記発明において好ましくは、上記筐体の表面に設けられる凹部領域と、上記凹部領域
を覆うキャップとを含み、上記膜状電極は、上記凹部領域に設けられる延在領域を有し、
上記凹部領域において、上記延在領域が上記筐体の内部に収容された上記電子部品と導通
する。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　この発明に基づいた生体インピーダンス測定装置の別の局面に従えば、生体のインピー
ダンスを計測するインピーダンス測定装置であって、電子部品が収容される筐体と、上記
筐体の表面に設けられ、上記生体のインピーダンスを計測する際に上記生体に接触する電
極とを備え、上記電極が設けられる上記筐体の表面は、曲面部分を有し、上記電極は、膜
状電極である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５１】
　なお、図９に他の導通構造を示す。張出領域１１３，１１４にスリット１１３ｓ，１１
４ｓを設け、このスリット１１３ｓ，１１４ｓにケーブル１３１を係合させて、延在領域
１３ａとケーブル１３１との導通、および延在領域１４ａとケーブル１３１との導通を図
ることも可能である。この場合、ケーブル１３１，１３１を固定するために、プレート１
４１をネジ１５０を用いて第２筐体１２０に固定する。また、プレート１４１およびネジ
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１５０は、キャップ１１１により目隠しを行なう。キャップ１１１の表面は、第１筐体１
１０の表面と面一となるように形成されている。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６０】
　（実施の形態２：生体インピーダンス測定装置２００）
　次に、図１０から図１５を参照して、実施の形態２における生体インピーダンス測定装
置２００について説明する。まず、図１０および図１１を参照して、生体インピーダンス
測定装置２００の概略構成について説明する。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７３】
　（作用・効果）
　以上、本実施の形態における生体インピーダンス測定装置２００においても、上記実施
の形態１における生体インピーダンス測定装置１００と同様の作用効果を得ることができ
る。また、凹部領域２１２を第１筐体２１０の表面の中央領域に設けることで、各クリッ
プ１３２の、延在領域１３ａ，１４ａ，１７ａ，１８ａへの結合作業が一箇所で済むため
、組立工程における作業性の向上を図ることが可能となる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７４】
　（実施の形態３：生体インピーダンス測定装置３００）
　次に、図１６から図２１を参照して、実施の形態３における生体インピーダンス測定装
置３００について説明する。まず、図１６および図１７を参照して、生体インピーダンス
測定装置３００の概略構成について説明する。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８４】
　（作用・効果）
　以上、本実施の形態における生体インピーダンス測定装置３００においても、上記実施
の形態１における生体インピーダンス測定装置１００と同様の作用効果を得ることができ
る。また、電極１３，１４，１７，１８には、実施の形態１における生体インピーダンス
測定装置１００と同様の膜状電極が用いられていることから、容易に延長領域１３ｂ，１
４ｂ，１７ｂ，１８ｂを形成することが可能となり、本実施の形態に示すように、延長領
域１３ｂ，１４ｂ，１７ｂ，１８ｂを第１筐体３１０の周縁を用いて裏面側に巻き返す構
造を採用することが可能となる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００９２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９２】
　この生体インピーダンス測定装置４００の使用状態においては、図２４に示すように、
使用者１０００は、直立した姿勢で生体インピーダンス測定装置４００の右手用グリップ
部４１１を右手１０１１で、左手用グリップ部４１２を左手１０１２でそれぞれ把持する
。その際、両腕の肘を伸ばし、生体インピーダンス測定装置４００が身体の前方に位置す
るようにほぼ肩の高さに両腕を維持し、腕と胴体とが略直角になるようにする。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１００
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１００】
　（作用・効果）
　以上、本実施の形態における生体インピーダンス測定装置４００においても、上記実施
の形態１における生体インピーダンス測定装置１００と同様の作用効果を得ることができ
る。また、電極４３１，４３２，４３３，４３４には、実施の形態１における生体インピ
ーダンス測定装置１００と同様の膜状電極が用いられていることから、容易に延長領域を
形成することが可能となり、本実施の形態に示すように、延長領域を第１筐体４０１の裏
面側に設けられたリブにまで巻き込む構造を採用することが可能となる。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　生体のインピーダンスを計測する生体インピーダンス測定装置であって、
　電子部品が収容される筐体と、
　前記筐体の表面に設けられ、前記生体のインピーダンスを計測する際に前記生体に接触
する電極と、を備え、
　前記電極が設けられる前記筐体の下地部分は樹脂成型品であり、
　前記電極は、膜状電極である、生体インピーダンス測定装置。
【請求項２】
　前記膜状電極は、透明導電膜または網状導電膜である、請求項１に記載の生体インピー
ダンス測定装置。
【請求項３】
　前記膜状電極がフィルムに成膜されている、請求項２に記載の生体インピーダンス測定
装置。
【請求項４】
　前記膜状電極が成膜されたフィルムは、前記筐体の樹脂成型時にインサート成形法によ
り前記筐体の表面に一体化されている、請求項３に記載の生体インピーダンス測定装置。
【請求項５】
　前記膜状電極は、スパッタリング法により前記筐体の表面に成膜された電極膜である、
請求項１に記載の生体インピーダンス測定装置。
【請求項６】
　前記膜状電極は、塗装により前記筐体の表面に成膜された電極膜である、請求項１に記
載の生体インピーダンス測定装置。



(4) JP 2011-194132 A5 2012.8.30

【請求項７】
　前記膜状電極は、印刷により前記筐体の表面に成膜された電極膜である、請求項１に記
載の生体インピーダンス測定装置。
【請求項８】
　前記筐体の表面に設けられる凹部領域と、
　前記凹部領域を覆うキャップと、を含み、
　前記膜状電極は、前記凹部領域に設けられる延在領域を有し、
　前記凹部領域において、前記延在領域が前記筐体の内部に収容された前記電子部品と導
通する、請求項１から７のいずれかに記載の生体インピーダンス測定装置。
【請求項９】
　前記筐体は、第１筐体と第２筐体とを含み、
　前記膜状電極は、前記第１筐体の表面に設けられ、
　前記膜状電極は、前記第１筐体の裏面側に巻き込まれる延長領域を有し、
　前記第１筐体の裏面側において、前記延長領域が前記筐体の内部に収容された前記電子
部品と導通する、請求項１から７のいずれかに記載の生体インピーダンス測定装置。
【請求項１０】
　生体のインピーダンスを計測する生体インピーダンス測定装置であって、
　電子部品が収容される筐体と、
　前記筐体の表面に設けられ、前記生体のインピーダンスを計測する際に前記生体に接触
する電極と、を備え、
　前記電極が設けられる前記筐体の表面は、曲面部分を有し、
　前記電極は、膜状電極である、生体インピーダンス測定装置。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図６】

【手続補正１２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図８】

【手続補正１３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１１】
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